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研究成果の概要（和文）：本研究の成果として、①ケネディ・ジョンソン政権の政策に一定の

連続性が存在したこと、②西側同盟体制の動揺とそれに取り組むジョンソン政権の態度が、

そのデタント政策にも影響を与えたこと、③同政権のデタント政策が複合的な性質を持つも

のであったこと、の三点を明らかにしたことがあげられる。また本研究課題の期間中は、冷

戦史の全体的な研究動向を把握すると同時に、ジョンソン政権期の背景となるケネディ政権

期米国の対ソ・対同盟政策の解明することにも力を入れ、その成果を論文及び著書として公

刊した。 

 

研究成果の概要（英文）： Through this project, I have demonstrated following aspects 

of the Johnson administration’s policy of détente; continuity between Kennedy's 

approach to détente and Johnson's; implication of the disarray within the West for 

the America’s policy towards the East; and the complex nature of US détente policy.  

I have also tried to grasp the current status of the Cold War historiography and to 

examine the Kennedy administration’s policy, in order to situate the détente in the 

Johnson years in the wider historical and scholarly context. Based on the research, 

I have published a journal article and a monograph.  
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１．研究開始当初の背景 

（１）本研究課題をめぐる研究動向 
ベルリン危機（1961 年）・キューバ危機

（1962年）で核戦争の危険性に直面した米ソ
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両超大国は関係改善を模索し、1963年には部

分的核実験禁止条約に象徴される東西緊張

の緩和状況（＝デタント状況）が生じた。ジ

ョンソン政権期（1963～1968 年）においては、

ケネディ政権期に生じたデタント状況を背

景に、アメリカと西欧諸国はそれぞれ東西関

係改善のための政策（＝デタント政策）を展

開していく。このように 1960 年代中葉は重

要な冷戦の変容期であった。そのため、この

時期の冷戦の特質を明らかにすることは、冷

戦体制の性質とその歴史的変化の過程を解

明し、冷戦後の世界政治の動向を展望するう

えでの一助となる。 

しかし、この時期の冷戦史研究はベトナ

ム戦争史に集中する傾向があった。また「デ

タント」についてはこれまで、ニクソン政権

期（1969-74 年）の「米中ソデタント」が重

視されてきた。そのため、1960 年代中葉の「デ

タント」に関する研究蓄積は近年少しずつ進

んでいるものの、未解明な点も多い。特に、

この時期の米欧各国のデタント政策に関す

る研究は、特定の一国家の政策の分析にとど

まっている。そのため、「デタント」をめぐ

ってジョンソン期の米欧間でどのような相

互作用が展開されたのか、また、1960 年代中

葉の「デタント」の全体像がどのようなもの

であったのかについては、さらに研究の余地

があると考えられる。 

 

（2）研究代表者のこれまでの研究と本研究

課題の関連性 

研究代表者は長らく、ケネディ政権期

（1961-63 年）のベルリン・キューバ危機を

題材に、1960 年代初頭の冷戦体制の変容につ

いて研究してきた。米ソ超大国関係の視点か

らのみ描かれてきたこれらの事象について、

アメリカの対ソ政策に西側同盟諸国が与え

た影響に注目しつつ分析し、本研究課題申請

時までに次のような知見を得ていた。 

第一に、アメリカの政策決定に西側諸国

の意向が大きく反映していたことである。

例えば、対ソ政策に関してアメリカとの緊

密な協議を行っていたイギリスは、直接的

に影響力を行使し得た。また、仏独両国も

米英の対ソ政策に対する反対を表明し続け

ることで、間接的にアメリカの政策に影響

を与えていた。第二に、西側内部での方針

分裂が、キューバ危機後、アメリカの対ソ

交渉における政策選択の幅を狭めたことで

ある。その結果 1963 年の「デタント」は、

ケネディ政権が当初想定していたものより

も「限定的」なものにとどまることになっ

た。 

このような知見は、米ソ関係を中心に語

られてきた 1960年代初頭の冷戦に関する通

説を大きく修正するものである。そのため

研究代表者は、1960 年代中葉の「デタント」

の性質や、この時期の冷戦の変容を正確に

理解するためには、ケネディ政権期の対

ソ・同盟政策の延長上にジョンソン政権期

のデタント政策を位置づけなおす必要があ

ると考えるようになり、本研究課題を申請

した。 

 
２．研究の目的 

本研究は、ジョンソン政権期（1963-68

年）アメリカの「デタント政策」と、それに

影響を与えた西側同盟政治の力学を、一次史

料を用いて実証的に分析しようとするもの

であった。この分析を通じて当時のデタント

状況の全体像を、米英仏のデタント政策（＝

「東西関係」）とデタントをめぐる西側同盟

の内部対立（＝｢西西関係｣）の二つのレベル

で展開された国際政治過程の相互作用の視

点から描き直し、1960年代中葉の「デタント」

の特質とその冷戦史上の位置づけを明らか

にすることが本研究の目的であった。 



３．研究の方法 

本研究は、米英仏各国の一次史料（政府文

書・私文書）を収集・分析し、それに基づい

て仮説を構築・検証するという、歴史実証分

析を基本的な方法として行われた。分析対象

となる各国の史料は、一部を除いては公刊さ

れていないため、現地に赴いて一定期間滞在

し史料館調査を行った。 

アメリカ政府の政策については、ジョンソ

ン大統領図書館（米・テキサス州）所蔵のホ

ワイトハウス文書、米国立公文書館（米・メ

リーランド州）所蔵の国務省文書を中心に分

析を進めた。また、イギリス政府については

英国立公文書館（英・ロンドン）で首相府文

書、外務省文書、内閣文書を収集・分析した。 

当初は、フランス政府に関する資料を仏外

務省文書館（仏・パリ）にて調査・収集する

予定であった。しかし、平成 23 年度に大震

災の影響で調査日程の変更を余儀なくされ

たこと、平成 24 年度に短期で英国に滞在す

る機会を得たこと、現地調査の結果、米英両

国政府史料が予想以上に数多く存在してい

たこと、などから、最終的には米英両国の史

料館調査を行い、フランスについては刊行史

料に基づいて分析を進めることになった。 

 
４．研究成果 

前述のような目的と研究方法に基づいて、

これまで 3年間研究を進めてきた結果、以下

のような暫定的な結論を得ている。 

 

(1）ケネディ・ジョンソン政権の連続性 

本研究の分析を通じてまず確認されたの

は、ケネディ政権とジョンソン政権の政策の

連続性に関するものである。1963 年 11 月の

ケネディの死後、副大統領から大統領に昇格

したジョンソンは、ケネディ政権の主要閣僚

を殆どそのまま留任させた。このことはジョ

ンソン政権が、ケネディ政権期の米ソ関係の

展開と西側同盟内政治の経験をふまえて政

策を立案することが多かったことの一つの

原因であると考えられる。このような前政権

との政策的な連続性は、1964 年以降の国際情

勢の変化と共にジョンソン政権の対外政策

を強く規定していた。 

二つの政権の間での政策的な連続性の背

景を明らかにするため、平成 24 年度には、

ケネディ政権のデタント政策とそれをめぐ

る西側同盟内政治の力学を体系的に整理す

ることにも改めて取り組んだ。その結果公刊

された単著『「危機の年」の冷戦と同盟』（有

斐閣、2012 年）は、ジョンソン政権期を対象

とする本研究課題の射程を超えるものでは

あるが、その国際的・歴史的な背景を明らか

にしたという意味で本課題と重要な関連性

を持つものであるといえる。 

 

(2)西側同盟体制の動揺とジョンソン政権の

デタント政策 

ジョンソン政権期のデタントを考える上

で重要なのは、その背景で西側同盟体制が大

きく動揺していたことである。ジョンソン政

権期においては、フランスのド・ゴール大統

領が先導する形で西側各国が個別のデタン

ト政策を追求し、その後北大西洋条約機構

（NATO）のアルメル研究（1967年）を経てデ

タントが NATO 全体の政策目標となっていっ

た。同じころ西側同盟は、ド・ゴールの独自

対ソ・東欧デタント政策や NATO 軍事機構か

らの脱退、米英独間のオフセット問題や、

NATO 核戦略の再定義をめぐる米欧間の交渉

など、数多くの問題を抱えていた。西側同盟

内部においてこのような｢遠心力｣が作用し

つつある中で同盟国（特にフランスが）が追

求した独自のデタント政策を、ジョンソン経

験は西側の結束を乱し、ソ連を利するものと

捉えていた。そのため、ジョンソン政権は、



アメリカ自身のデタント政策を進めつつ、他

方で西欧独自のデタント政策をコントロー

ルするという、二つの課題のバランスを採り

ながら追及していったと考えることができ

る。また、この過程において、先行研究が指

摘するような米英間の協力が存在していた

ことも確認できた。 

 

（3）デタント政策の複合性 

 ジョンソン政権期におけるアメリカのデ

タント政策は、少なくとも次の二つの層から

なる複合性を有していたと考えることがで

きる。 

 第一の層は、｢超大国デタント｣とも呼べる

層である。ここには核兵器生産に必要な核分

裂物質の生産量削減、宇宙空間平和利用など

の軍備管理領域や、文化交流協定など、西側

同盟諸国態度に関係なく、米ソ二国間で合意

が可能な争点が含まれる。これらの争点にお

いて米ソは、多くの合意に達することができ

たのであり、この層のデタント政策はジョン

ソン期にかなりの程度進展を見たといえる。 

 第二の層は、同盟国の利害が絡みあった争

点領域を扱う層であり、代表的なものとして

ドイツ問題や核不拡散条約があげられる。こ

れらの争点領域をめぐる東西関係は、上述し

たような西側同盟内部の動揺を背景として

展開されたため、この時期の東西関係は西側

内部の政治力学の影響を受けつつ展開する

ことになった。 

 

(4)残された課題と今後の展望 

前述の実証分析の結果から、ジョンソン政

権のデタント政策は、アメリカ及び同盟国の

対東側「デタント政策」をめぐる「東西関係」

と、西側内部の政策対立をめぐる｢西西関係｣

という、連動する二つのレベルで展開された

国際政治過程への対応として描くことがで

きよう。  

「東西関係」と「西西関係」の相互作用の

実態の一端を実証的に検討できたという意

味で、本研究の目的は一定程度達成すること

ができたといえる。しかし依然として本研究

は次の二つの課題を残している。 

第一にジョンソン政権期の「デタント状況」

の全体像を、その中で西側同盟諸国が果たし

た役割についても明らかにしつつ描き出す

ことである。第二に、ケネディ政権期に関す

る研究代表者のこれまでの研究成果と合わ

せ、ベルリン・キューバ危機という激しい対

立で始まった 1960 年代が、「デタント」を基

調とする 1960 年台後半の国際関係へと向か

う国際政治構造の変容過程をより大きな視

点から描くことである。これらの課題につい

ては、今後さらに研究を継続していく予定で

ある。 

なおジョンソン政権期の米ソデタントと西

側同盟関係という、時期的にも、地理的にも

限定された事象に関する本研究課題を、より

広い冷戦史研究の中にどのように位置づけ

ていくかという点も大きな課題である。この

問題について考察する上では、冷戦史研究が

対象とすべき事象や時代の射程、また分析方

法そのものの検討が欠かせない。そのため本

研究課題の期間中は、冷戦史の全体的な研究

動向を把握することにも力を入れた。その成

果の一部は「冷戦史研究の現状と課題」と題

する書評論文として『国際政治』誌に発表さ

れた。 
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